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  設定来の基準価額の推移
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後です。当ファンドの実質的な信託報酬は、投資対象ファンドの信託報酬を間接的に

ご負担いただくことになりますので、作成基準日現在、純資産総額に年率1.815%（税抜1.65%）程度を乗じて得た額となります。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

  基準価額 10,060 円

  純資産総額 248.2 億円

※基準価額は1万口当たりです。

2023/09/11 450 円

2023/12/11 0 円

2024/03/11 1,000 円

2024/06/10 800 円

2024/09/10 0 円

設定来合計 10,000 円

　最近5期の分配金の推移

  騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 8.34% ▲ 4.48% 5.36% 21.27% 30.60% 161.66%

参考指数 11.89% ▲ 4.26% 8.51% 26.51% 35.69% 246.81%

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払

われない場合があります。

　ポートフォリオ構成比率

 新興国連続増配成長株ファンド（適格機関投資家限定） 98.7%

 日本マネー・マザーファンド 0.3%

 短期金融商品・その他 1.0%

※当ファンドの純資産総額に対する比率です。

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の10日（休業日の場合は翌営業日）および設定日

との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、MSCIエマージング・マーケットIMIインデックス（配当込み）〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を

乗じて算出しております。

※MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の

権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止

する権利を有しています。
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  新興国連続増配成長株ファンド（適格機関投資家限定）の状況（1） 2024年9月末現在　

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式

※各比率は「新興国連続増配成長株ファンド（適格機関投資家限定）」における実質比率です。

組入上位10セクター

順位 セクター 比率

1 金融 34.8%

2 情報技術 12.8%

3 資本財・サービス 8.7%

4 エネルギー 8.6%

5 コミュニケーション・サービス 6.9%

6 生活必需品 6.9%

7 一般消費財・サービス 5.6%

8 公益事業 4.9%

9 ヘルスケア 4.6%

10 素材 1.5%

組入上位10通貨

順位 通貨 比率

1 香港ドル 26.5%

2 インドルピー 26.1%

3 新台湾ドル 12.7%

4 韓国ウォン 10.8%

5 インドネシアルピア 5.4%

6 南アフリカランド 5.0%

7 トルコリラ 3.3%

8 メキシコペソ 2.7%

9 マレーシアリンギット 2.7%

10 ユーロ 1.2%

国・地域別投資比率（上位10）

順位 国・地域 比率

1 中国 25.2%

2 インド 25.1%

3 台湾 12.2%

4 韓国 10.4%

5 インドネシア 5.2%

6 南アフリカ 4.7%

7 トルコ 3.2%

8 メキシコ 2.7%

9 マレーシア 2.5%

10 ギリシャ 1.2%

※国・地域はMSCIエマージング・マーケットIMIインデックスの分類です。

組入比率 組入銘柄数

95.8% 152

（出所：ラッセル・インベストメントのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）
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  新興国連続増配成長株ファンド（適格機関投資家限定）の状況（2） 2024年9月末現在　

※「新興国連続増配成長株ファンド（適格機関投資家限定）」の実質比率です。

※国・地域はMSCIエマージング・マーケットIMIインデックスの分類です。

※増配継続年数は毎年5月末時点から過去1年間における1株あたり配当金額をラッセル独自の手法により算出した結果に基づくものです。

組入上位10銘柄

銘柄名 セクター 国・地域 比率
増配
継続
年数

企業概要

1
中国建設銀行（チャイナ・
コンストラクション・バン
ク）

金融 中国 4.7% 7年
中国の国有商業銀行の一つ。預金、貸出、資産管理、外国為
替、その他のサービスを提供。個人・法人・およびその他の顧
客を対象に事業を展開。

2
中国工商銀行（インダスト
リアル・アンド・コマーシャ
ル・バンク・オブ・チャイナ）

金融 中国 4.7% 7年
中国の国有商業銀行の一つ。預金、貸出、ファンドの引受、外
貨決済、その他のサービスを提供する。個人・法人・およびそ
の他の顧客を対象に事業を展開。

3
ヒンドゥスタン･ユニリー
バ

生活必需品 インド 4.5% 16年
生活用品・食品メーカー。石鹸、洗剤、パーソナルケア用品お
よび加工食品を製造、販売。アイスクリーム、食用油、肥料、ハ
イブリッド・シードの製造も手掛ける。

4
リライアンス・インダスト
リーズ

エネルギー インド 4.4% 7年

石油化学品および繊維メーカー。繊維部門では、合成繊維、
テキスタイル、混紡糸、ポリエステル・ステープルファイバーを
製造、販売。石油化学部門では、ジャムナガルに石油精製工
場を所有し、ガソリン、灯油、液化石油ガス(LPG)などを製造
する。

5
ナショナル･サーマルパ
ワー

公益事業 インド 3.5% 4年
インド各州政府に電力を供給する。インド政府を取引先とす
る公営企業で、電力施設建設プロジェクトなどのコンサル
ティング一括契約も請負う。

6
サン・ファーマシューティ
カル・インダストリーズ

ヘルスケア インド 3.5% 5年
医薬品メーカー。国内・海外で製品を販売する。糖尿病や心
臓病に加え、神経科、精神科、消化器科向けの医薬品が主力。

7 ＨＣＬテクノロジー 情報技術 インド 3.2% 4年
ソフトウェア開発会社。エンジニアリングサービスも提供す
る。インターネットおよび電子商取引、ネットワーキング、衛星
およびワイヤレス通信などを手掛ける。

8
招商銀行（チャイナ・マー
チャンツ・バンク）

金融 中国 3.0% 12年
商業銀行。預金業務、融資、資産管理、資産カストディ、金融
リース、投資銀行業務、およびその他の銀行サービスを提供
する。中国内外で事業を展開する。

9 バンク･マンディリ 金融 インドネシア 2.7% 3年

インドネシアを拠点とする国内最大の国営商業銀行。バンク・
ブミ・ダヤ､バンク・ダカン・ネガラ、インドネシア輸出入銀行、
インドネシア開発銀行の4行合併により設立。商業銀行サー
ビスを提供。

10 ペトロチャイナ エネルギー 中国 2.6% 3年
石油・ガス会社。原油および石油製品の探査・開発・生産・販
売に従事。石油化学製品や誘導体の販売も手掛ける。

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式

（出所：ラッセル・インベストメントのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）
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　ファンドマネージャーのコメント

　※ 「新興国連続増配成長株ファンド（適格機関投資家限定）」の運用会社であるラッセル・インベストメントの前月末時点の情報を参考に
　　　作成しております。

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式

9月の新興国株式市場（米ドルベース）は、上旬は中国の景気減速懸念や米国市場の不安定さなどを背景に軟調に推移する場面が見

られたものの、中旬以降は中国政府による景気対策や好調なインド市場、加えて台湾や韓国の半導体関連株の回復などがプラス要因と

なり、上昇基調を辿りました。

国別で見ますと、中国は、景気減速懸念と政府の経済対策に左右されながらも、月末にかけて急伸しました。初旬は8月の経済指標が

市場予想を下回ったことを受けて、景気後退への懸念から株価が下落しました。しかしその後は持ち直す動きとなり、下旬に中国人民

銀行（中央銀行）が預金準備率の引き下げや流動性供給など一連の景気対策を発表すると、株価は急伸する展開となりました。とりわ

け、金融株や消費関連株が物色の対象となり、株価は月間で大幅なプラスとなりました。

インドは、月初は米国経済の停滞懸念やインド準備銀行（中央銀行）による利上げ観測が重しとなり下落しました。しかしその後は、米

連邦準備制度理事会（FRB）の利下げ期待が高まったことから、投資家心理が改善し反発しました。FRBが大幅利下げを決定すると、イ

ンド含め新興国市場への資金流入期待が高まったほか、原油価格の下落も支援材料となり、株価は上昇しました。月末にかけて原油相

場の上昇などを背景に反落したものの、月を通しては上昇しました。

台湾は、ハイテク株や人工知能（AI）関連株の値動きに大きく影響を受ける展開となりました。月初は、米国のフィラデルフィア半導体

株指数の大幅下落などを受けて台湾株も下落しましたが、その後、台湾の主要ハイテク銘柄の好業績などを受けて反発しました。中旬

から下旬には、FRBの利下げ決定により投資家のリスク選好姿勢が強まり、上昇しました。一方、台湾中央銀行の政策金利据え置きと

不動産市場の過熱感を抑えるための措置などを背景に不動産株は下落し、市場全体では前月末比ほぼ変わらずとなりました。

韓国は、初旬は消費者物価指数（CPI）の上昇率鈍化などを好感して小幅上昇しましたが、主要自動車企業の業績悪化や米ハイテク株

の下落を受けて、自動車株や半導体株を中心に下落に転じました。中旬以降は、米国株高や中国の景気刺激策を好感して反発する局面

もありましたが、月末に米半導体株安の影響でハイテク株が下落し、月間でも下落となりました。

ブラジルは、ブラジル中央銀行が金融政策委員会で政策金利の引き上げを決定し、今後についても予想を上回る経済活動による厳し

いインフレ見通しに対処するため追加利上げを行うことを示唆しました。株価はこれらの要因を背景に下落しました。

当面の新興国株式市場は、堅調な展開になると考えます。FRBは9月に利下げを開始し、市場では来年にかけて政策金利を引き下げ

ていくと見られています。これと並行して米国債利回りも短期主導で徐々に水準を切り下げていくと考えられることから、為替市場で

は米ドルが弱含む展開が予想されます。中国経済の失速などグローバルな景気動向には依然として留意が必要なものの、新興国株式

市場は米ドルと強い逆相関性があるため、米ドルが他通貨に対して軟化した場合、新興国株式市場は上昇しやすいと考えます。

また、俯瞰的に新興国株式市場を見ますと、同市場は先進国株式市場と比較してバリュエーション面で割安感が強いことに加え、自国

の人口増加および経済成長に伴って企業業績の着実な拡大が期待されることなどから、中長期的に緩やかな上昇基調を辿る蓋然性が

高いと考えられます。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。
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　ファンド情報

設　定　日 2012年6月29日

償　還　日 2045年6月9日

決　算　日 毎年3月、6月、9月、12月の各月10日(休業日の場合は翌営業日)

　ファンドの特色（1）

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式
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　ファンドの特色（2）

　投資リスク（1）

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式
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　投資リスク（2）

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式
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　お申込みメモ

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式
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　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三菱UFJ信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式
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（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次証券会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

auカブコム証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

三縁証券株式会社 東海財務局長（金商）第22号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

ひろぎん証券株式会社 中国財務局長（金商）第20号 ○

PayPay証券株式会社 関東財務局長（金商）第2883号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

三晃証券株式会社 関東財務局長（金商）第72号 ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社琉球銀行 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

商号 登録番号

加入協会

※岡三証券株式会社は、一般社団法人日本暗号資産取引業協会にも加入しております。

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/11）  552251
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　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

新興国連続増配成長株オープン
追加型投信／海外／株式

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（11/11）  552251


